
１　総括　

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(参考)

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

（注） 1 　職員手当には退職手当負担金を含みません。

2 　職員数は、平成21年4月1日現在の人数です。

(3)特記事項

平成20年4月1日に、1市2町2村が合併し、村上市となりました。

(4)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

6,119千円

村上市の給与・定員管理等について

(A)

一人当たり

給与費 (B/A)

5,423千円

人件費率

(B/A)

958,613千円

実質収支

計(B)

職員数

平成21年度

区分 住民基本台帳人口

68,325人 32,265,516千円

歳出額(A)

1,124,387千円 4,588,082千円

給料

給 与 費

6,840,953千円

職員手当

平成21年度 846人

期末・勤勉手当

平成20年度の人件費率

21.2% 23.3%

人件費 (B)

区分

3,168,074千円 295,621千円
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(4)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

です。

2 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもの

です。

3 　H17.4.1の指数のうち村上市と類似団体平均は、合併以前のためありません。

97.6 

93.3 

97.7 
98.8 

村上市 類似団体平均 全国市平均

H17.4.1 H22.4.1
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況　

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）

① 一般行政職

② 技能労務職

― ―

48.3 歳 101人 286,277 円 302,756 円 295,204 円 ―

調理士

― ―

51.0 歳 22人 290,938 円 298,880 円 294,416 円 

平均給与月額

(B)

公 務 員 民 間

平均年齢 職員数 平均給料月額

　村上市

　新潟県

44.4 歳 18人

うち学校調理員

うち用務員

うち清掃職員

用務員 53.8 歳 213,600 円 

平均給与月額

(A)

平均給与月額

(国ベース)

対応する民間

の類似職種
平均年齢

区　分

廃棄物処理業 44.6 歳

40.9 歳 238,300 円 

48.9 歳 19人 281,392 円 299,958 円 294,828 円 

294,000 円 

48.7 歳 576人 351,003 円 393,244 円 377,597 円 ―

283,962 円 309,211 円 299,762 円 

―

394,618  円 

328,542  円 

369,382  円 

395,666  円 

366,140  円 

平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

42.8 歳

41.9 歳

43.8 歳

308,513  円 

341,049  円 

325,579  円 

335,606  円 類似団体

国

新潟県

村上市

区　分 平均年齢
(国ベース)

342,782  円 

414,139  円 

42.2 歳
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（注） 1  「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の

額を合計したものです。

3  「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当

額が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ条件で算出したものです。

4 　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成19～21年

の3ヵ年平均)

5 　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

しているものではありません。

6 　年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務

員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた

試算値です。

1.49

1.60

1.21

4,817,159  円 

4,823,055  円 

4,923,118  円 

3,231,200  円 

3,008,200  円 

4,085,100  円 

参考

年収ベース(試算値)の比較

公務員(C) 民間(D) C / D

― ― ― ―

うち用務員 1.40

うち清掃職員 1.05

うち学校調理員 1.25

　村上市

― ―

区　分
A / B

48.7 歳 49人 312,374 円 342,512 円 328,520 円 ―

49.3 歳 3,955人 284,514 円 ― 322,291 円 ― ― ―　　国

　類似団体

　新潟県 48.7 歳 576人 351,003 円 393,244 円 377,597 円 
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(2)職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

（注） 　該当する職員がいない場合は空欄としています。

３　一般行政職の級別職員数等の状況　

(1)一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

特に命ずる部長・特に命ずる支所長

標準的な職務内容 構成比

0.9 % 

職員数

4人 

区 分

7 級

195,600  円 234,800  円 250,720  円 

― ― ―

技能労務職

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

区　　　分

172,200  円 

140,100  円 

137,200  円 

区　　　分 経験年数10年

一般行政職

125,400  円 

村上市

178,800  円 

一般行政職
大学卒

高校卒

経験年数15年

245,075  円 

144,500  円 

141,900  円 

129,200  円 

172,200  円 

技能労務職
高校卒

中学卒

経験年数20年

291,920  円 

140,100  円 

137,200  円 

―

新潟県 国

336,900  円 

211,517  円 259,717  円 293,883  円 
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特に命ずる部長 特に命ずる支所長

部長・支所長・特に命ずる課長、参事

課長・参事・課長補佐

課長代理・副参事

係長・園長・主査

主任

主事・技師・保育士

（注） 1 　村上市の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。

2 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

（注） 1  「5年前の構成比」は合併以前のため、数値がありません。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

実施していません。

2 級

1 級

17.5 % 

201人 45.2 % 

67人 15.1 % 

22人 4.9 % 

78人 

0.9 % 

34人 7.6 % 

39人 8.8 % 

4人 7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

4.9% 6.4%

15.1% 14.2%

45.2% 45.7%

17.5% 16.4%

8.8% 9.6%
7.6% 7.7%
0.9% 0.0%
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平成22年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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４　職員の手当の状況　

(1)期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額(平成21年度) 1人当たり平均支給額(平成21年度)

(平成21年度支給割合) (平成21年度支給割合) (平成21年度支給割合)

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)

（注）  （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2)退職手当（平成22年4月1日現在）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(支給率)

勤続20年

勤続25年

国

自己都合 勧奨・定年

23.50月分 30.55月分

村　　上　　市

23.50月分

自己都合

33.50月分

30.55月分

41.34月分

勧奨・定年

役職加算(5～20%)、管理職加算(10～25%)

―

41.34月分

期末手当 勤勉手当

2.75 月分 1.40 月分

(1.50)月分 (0.70)月分(1.45)月分 (0.70)月分

　役職加算(5～15%)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50月分

2.75 月分

期末手当 勤勉手当

1.35 月分

1,333 千円 

村　　上　　市 新　　潟　　県 国

1,571 千円 

期末手当 勤勉手当

2.75 月分 1.35 月分

役職加算(5～20%)、管理職加算(15～25%)

職制上の段階、職務の級等による加算措置
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（注） 　1人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に対するものです。

(3)地域手当 ※　当市は制度なし

（平成22年4月1日現在）

（平成22年度の制度完成時）

（注） 　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしてい

ます。

   (2%～20%加算)

―

加算措置

1人当たり

平均支給額

% 

定年前早期退職特例措置

   (2%～20%加算)

9,208千円 23,040 千円

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の

59.28月分

33.50月分

47.50月分

59.28月分

41.34月分 41.34月分

59.28月分

59.28月分

定年前早期退職特例措置

59.28月分

59.28月分

33.50月分

47.50月分

支給対象地域 支給対象職員数 国の制度(支給率)

% 

支給率

% 

支給率

% 

人 

円 

千円 

支給対象地域 国の制度(支給率)

　支給実績(平成21年度決算)

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)
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(4)特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

(5)時間外勤務手当

（注） 　時間外勤務手当には、休日給を含みます。

(6)その他手当（平成22年4月1日現在）

              千円　支給実績(平成21年度決算)

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)

 行旅死病人取扱手当  従事職員  行旅死病人の救護

                円

　職員全体に占める手当支給職員の割合(平成21年度)

　手当の種類(手当数) 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

                ％

日額  200 円 
 保健指導

 感染症の患者訪問、療後看護、

1件  2,000 円 

(行旅病人の救護は1件  1,000 円)

左記職員に対する支給単価

　支給実績(平成21年度決算) 141,069 千円 

 予防手当  従事職員

　職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算) 167,541 円 

　支給実績(平成20年度決算) 147,683 千円 

　職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算) 173,950 円 
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(6)その他手当（平成22年4月1日現在）

対象者に対して月毎に支給するもの

・配偶者

・配偶者以外の扶養親族 各

　(ただし、配偶者のいない職員の場合には扶養親族のうち

　1人は、11,000円)

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子は、5,000円

　加算

・借家

　月額12,000円を超える家賃を支払っている職員に対し、

　負担している家賃の額に応じて、最高27,000円

　(家賃の額が55,000円以上の場合)まで支給

・電車･バス等の交通機関利用者

　運賃の額に応じ、最高55,000円まで支給

・自動車等利用者

　片道の使用距離に応じ、2,900円～44,100円まで支給

・管理又は監督の地位にある職員に対してその役職に応じて

　月額31,500円～52,100円を支給

・官署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得ない事情

　(通勤距離等)により、同居していた配偶者とは別で、単身

　で生活することを常況とする者

　23,000円＋加算額

　※　加算額は、職員の住居と配偶者の住居との間の交通距

　　離に応じ、6,000円～45,000円

222,345 円 96,720 千円 

国の制

度との

異同

異なる

13,000 円

6,500 円

支給職員1人当た

り平均支給年額

(平成21年度決算)(平成21年度決算)

支給実績
手当名 内容及び支給単価

国の制度と
異なる内容

同じ

同じ

扶養手当

住居手当

組織別・官職別に俸
給月額の8%～25%

自動車等利用者の区
分(新潟県に準じ支

給)

同じ

異なる

276 円 276 千円 

453,926 円 45,846 千円 

82,929 円 58,962 千円 

187,680 円 22,146 千円 

通勤手当

管理職手当

単身赴任手当

5/11



勤務回数に応じて支給するもの

・宿直又は日直1回につき

・正規の勤務時間として深夜に勤務した場合に、1時間につ

　き 1時間当たり給与×25/100を支給

・管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の必要に

　より週休日・休日等に勤務した場合に、1回につき

　(ただし、勤務時間が6時間を越えるときは、上記の金額の

　150/100)

・災害応急対策等のため派遣され、住所又は居所を離れ、市

　内に滞在することを要する者に、滞在した日1日につき

　6,620円以内の額

その他

５　特別職の報酬等の状況（平成22年4月1日現在）　

(平成21年度決算) (平成21年度決算)

支給実績

異同

支給職員1人当た

度との り平均支給年額手当名 内容及び支給単価

国の制

国の制度と
異なる内容

区　　　分
(参考)類似団体における最高/最低額

給 料 月 額 等

992 000 円 / 500 000 円786 000 円市 長

10,000 円

38,656 円 6,958 千円 同じ

0 円 0 千円 ――

105,937 円 1,695 千円 
俸給の特別調整額の
区分に応じ4,000～

18,000円
異なる

0 円 0 千円 
勤務の態様により、1
回につき4,200円～

20,000円
異なる

寒冷地手当

4,200 円

・世帯の状況、扶養親族数に応じて年額89,000円まで支給

宿日直手当

管理職特別
勤務手当

災害派遣手当

夜間勤務手当 同じ 14,756 千円 102,475 円 
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(平成22年度支給割合)

         〃

(平成22年度支給割合)

         〃

         〃

（注） 　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年=48月)勤めた場合にお

ける退職手当の見込額です。

  560,000 円 / 267,600 円273,000 円 

603,000 円 

 992,000 円 / 500,000 円

  804,000 円 / 395,000 円

  690,000 円 / 359,000 円

  620,000 円 / 295,000 円

786,000 円 

359,000 円 

295,000 円 

退職手当

期末手当

報　酬

算定方式

給料月額×在職月数×44%

給料月額×在職月数×26%

市　長

副市長

給　料

3.05 月分

     〃

3.05 月分

     〃

     〃

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

1期の手当額

16,600,320 円

7,525,440 円

支給時期

任期毎

任期毎
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６　職員数の状況　

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

<参考> 人口１万人当たり職員数

　(類似団体の人口1万人当たり職員数

<参考> 人口１万人当たり職員数

(類似団体の人口1万人当たり職員数

△ 31 

△ 40 

民 生

衛 生

労 働

議 会

総 務

農林水産

578

平成21年 平成22年

職員数

税 務

5

145

37

区　分　

　部　門

普
通
会
計

商 工

土 木

教 育

消 防

一
般
行
政

計

199

75

0

53

25

39

70

0

48

121

147

846 806

対 前 年

増 減 数

0 

△ 11 

1 

24

5

134

38

190

△ 5 

0 

△ 5 

△ 1 

△ 1 38

114

145

547

△ 2 　　　 〃

58.24 人)

80.06 人

主 な 増 減 理 由

事務の統廃合縮小

派遣

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

派遣終了

事務の統廃合縮小

事務の統廃合縮小

　　　 〃

△ 7 

△ 9 

79.36 人)

117.97 人
小 計
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(類似団体の人口1万人当たり職員数

<参考> 人口１万人当たり職員数

（注） 1 　職員数は一般職に属する職員数です。

2 　[　　]内は、条例定数の合計です。

(2)年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

そ の 他

公
営
企
業
等
会
計 小 計

合 計

下 水 道

26 25 △ 1 

△ 1 

[1,010]

23

△ 4 

△ 6 

事務の統廃合縮小

　　　 〃

　　　 〃

79.36 人)

45

93

49

131.58 人945 899 △ 46 

99

24

水 道

0.2%

3.7%

6.3%

9.6%

11.1%

13.6%

8.1% 8.1%

8.3%

15.2% 15.7%

0.0%0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%
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(単位：人)

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成22年4月1日～平成25年4月1日における定員管理の数値目標

(参考)定員適正化計画における数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在）

23歳未満

区分

27歳 31歳

～～～

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

56歳

～

59歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

29年

～

55歳

7.30 % 

7373

純減数

35歳

～

23年 24年 25年

2

計

899014113775

60歳

以上

22年

数値目標

職員数

833 人 66 人 

122100865733職員数

平成22年4月1日

計　　画　　期　　間

区　分 21年

純減率

平成21年4月1日 平成29年4月1日

始期 終期

212人の純減

899 人 

平成25年4月1日

職員数

(参考)
計
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（注） 1 　計画期間は、平成21～29年の8年間です。

2 　(　%)内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

3 　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員

増減数の累計を示しています。

29年

後期終期

23年

3年目

661 696 

24年

4年目

633 

25年

前期終期

22年

 職　種 計画始期 2年目

△7 

654 

区　分 21年

計

消防職

技能職

(参考)

数値目標

増　減

職員数

増　減

138 

行政職

職員数

増　減

職員数

増　減

職員数

計

111 101 96 90 

△21 

△2 △1 

△5 △6 

135 137 

733 

134 

945 899 885 857 833 733 

― ― △14 △28 △24 △100 0 (0.0%) △212 
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７　公営企業職員の状況　

(1)上水道事業

① 職員給与費の状況

ア 決算

(参考) 市平均一人

   当たり給与費

（注） 1 　職員手当には退職手当負担金を含みません。

2 　職員数は、平成21年4月1日現在の人数です。

イ 特記事項

平成20年4月1日に、1市2町2村が合併し、村上市となりました。

計(B) 給与費　(B/A)

5,317千円 5,423千円平成21年度 19人 69,414千円 6,288千円 25,317千円 101,019千円

区分

区分
職員数 給 与 費 一人当たり

(A) 給料 職員手当

13.3%

期末・勤勉手当

平成21年度 789,274千円 152,085千円 101,019千円 12.8%

占める職員給与費比率

平成20年度の総費用に
総費用に占める職員
給与費比率　(B/A)

(参考)

総費用(A)
純損益又は
実質収支

職員給与費(B)
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平成20年4月1日に、1市2町2村が合併し、村上市となりました。

② 職員給の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③ 職員手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額(平成21年度) 1人当たり平均支給額(平成21年度)

(平成21年度支給割合)

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

459,603  円 

勤勉手当

村上市

類似団体平均 45.6 歳 366,719  円 546,495  円 

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

42.2 歳 312,629  円 

村　　上　　市

1,332,489 円

期末手当

2.75 月分

類　似　団　体　平　均

1,609,418 円

1.40 月分

　役職加算(5～15%)
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イ 退職手当（平成22年4月1日現在）

（注） 　1人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に対するものです。

ウ 地域手当 ※　村上市は制度なし

（平成22年4月1日現在）

対象者が少数のため
非公表とします

その他の 定年前早期退職の場合

勤続35年

最高限度額 59.28月分 59.28月分

47.50月分 59.28月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分

勤続20年 23.50月分 30.55月分

村　　上　　市 類　似　団　体　平　均

(支給率) 自己都合 勧奨・定年

加算措置 1年につき2%加算(20%限度)

1人当たり
15,624,104 円

平均支給額

　支給実績(平成21年度決算) 千円 

　支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算) 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

% 人 % 

10/11

（平成22年度の制度完成時）

（注） 　国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしてい

ます。

エ 特殊勤務手当（平成22年4月1日現在） ※　村上市は制度なし

オ 時間外勤務手当

（注） 　時間外勤務手当には、休日給を含みます。

% 人 % 

支給対象地域 支給率 国の制度(支給率)

% % 

1,971 千円 

131,459 円 

　支給実績(平成21年度決算)

　職員1人当たり平均支給年額(平成21年度決算)

　支給実績(平成20年度決算) 2,359 千円 

　職員1人当たり平均支給年額(平成20年度決算) 147,455 円 
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カ その他手当（平成22年4月1日現在）

対象者に対して月毎に支給するもの

「４ 職員の手当の状況

 (6)その他手当」と同じ

勤務回数に応じて支給するもの

「４ 職員の手当の状況

 (6)その他手当」と同じ

内容及び支給単価

0 円 

扶養手当

住居手当

通勤手当

支給実績
支給職員1人当た

り平均支給年額

(平成21年度決算) (平成21年度決算)

一般行政職の制度と
異なる内容

一般行政職の制度
との異同

1,862 千円 206,888 円 

手当名

管理職手当

単身赴任手当

宿日直手当

夜間勤務 当

同上

同じ ―

同上

同上

同上

同上

同じ ― 354 千円 118,000 円 

同じ ― 1,173,700 千円 69,041 円 

円

479,400 円 

同じ ― 0 千円 0 円 

― 0 千円 

同じ ― 1,918 千円 

同 千円

同じ
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その他

「４ 職員の手当の状況

 (6)その他手当」と同じ

④ 職員の定員管理の数値目標及び進捗状況

「６ 職員数の状況」に含まれています。

夜間勤務手当

管理職特別
勤務手当

災害派遣手当

寒冷地手当

同上

同上

同上

0 円 

同じ ―

0 円 

0 千円 0 円 

同じ ― 31 千円 7,800 円 

同じ ― 0 千円 

同じ ― 0 千円 
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